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研究成果の概要（和文）：本研究では、教員の研修システムであるメンター制度をテーマとして取り上げた。メ
ンター制度とは知識や経験の豊富なメンターが未熟なメンティを対象に、キャリア形成と心理、社会的側面に対
して、面談等を通して働きかけるシステムである。一般企業から始まった本システムを学校現場に導入すること
により、それまで自然発生的に行われていた教師の指導力の継承が組織的に行うことが確認できた。さらにこの
システムの導入により、教師のウェルビーングも増加するということも確認できた。

研究成果の概要（英文）：This study focuses on the mentoring system, a training system for teachers. 
The mentoring system is a system in which mentors with abundant knowledge and experience work with 
inexperienced mentees on career development and psychological and social aspects through interviews 
and other means. The introduction of this system, which started at a general company, into the 
school setting has confirmed the systematic transfer of teachers' leadership skills, which had 
previously occurred spontaneously. Furthermore, it was also confirmed that the introduction of this 
system increased teacher wellbeing.

研究分野： 教育実践論

キーワード： メンター　メンティ　ウェルビーング

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
教育の質の保障のためには、教師の指導力の向上が必要不可欠である。しかし、多忙な業務のため、研修に費や
す時間や労力が不足しているという現実がある。そのような現状の中、今回のメンターシステムの導入事例を研
究したことにより、教師の研修システムの在り方に一つの方向性を示すことができたのではないかと考える。組
織的にメンターシステムを導入した現場では、教師の指導力やウェルビーングの向上が見られた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
文部科学省学校教員統計調査等によると、50 歳以上の小中学校教員の割合は、全国に対して

愛媛県は高く、また 35 歳以下の教員の割合も、全国に対して愛媛県は低い数値となっている。
このことから、愛媛県における教員の大量退職・大量採用は、定年延長をはさみながらもしばら
く続くことが予想される。さらに、近年のグローバル化や少子高齢化など社会の急激な変化に伴
い、学校教育においても子どもたちに身に付けさせたい力は変化してきている。また、いじめ・
不登校等への対応、特別支援教育の充実、ＧＩＧＡスクール構想による更なる ICT の活用など、
学校現場が抱える課題は複雑化・多様化し、教員はそれらに対する知識・技能をブラッシュアッ
プしつつ、対応していかなくてはならない。 
このような状況において、これまでのような自発的・自主的な教員文化の継承に頼って若年教

員を育成することは困難になってきている。若年教員が自信をもって教育活動を行っていくた
めに、どのように育成していくかは学校現場において喫緊の課題である。 

 
２．研究の目的 
人材育成の方法であるメンターシステムとは、知識や経験の豊富な人（メンター）が、未熟な

人々（メンティ）のキャリア形成と心理、社会的側面に対して、面談等を継続して支援するもの
である。この関係は、これまで職場において自然発生的に構築されてきたものだが、同システム
は、経験年数の異なる構成員による人間関係を制度的に構築するものであり、企業を中心に導入
され、効果が報告されている。本研究では、分散型メンターシステムを提案し、固定型メンター
システムとの比較においてその効果測定を行いたい。固定型メンターシステムとは、メンターを
ベテラン教員にメンティーを若年層教員に固定したものであり、分散型メンターシステムとは、
状況に応じてメンターが変わり、ベテラン教員だけでなく、時には若手教員がメンターとなり、
ベテラン教員に対してのコーチングやアドバイスにより、お互いの職能成長を促す機能も備え
たシステムである。 
 
３．研究の方法 
本研究では、分散型メンターシステム実施校を愛媛県内の大規模校、中規模校、小規模校から

それぞれ数校抽出する。同様に分散型メンターシステム実施校を大中小規模校から数校抽出す
る。これらのメンターシステム実施校と成果を比較するためにメンターシステム未実施校も同
様に数校抽出する。これらの抽出校において、ターゲットである若年層教員の成長についての効
果比較の視点を次のように設定し、成果を明らかにしたい。 
 まず、量的な視点として、愛媛県教員育成指標を活用し、ステージごとの教師としてあるべき
姿に照らし合わせた評価を行う（職能）。次に、学校での自己の職務の目標達成度について目標
管理制度に則り評価を行う（職務）。さらに、児童生徒、保護者、同僚、管理職からの信頼度 
についてアンケート調査による評価を行う（職場）。また、ワークエンゲイジジメント、抑うつ
傾向、ウェルビーングについては、自己評価を行う（職業）。質的な視点として、管理職等への
継続したインタビューを行い、評価を積み上げていく。 
この調査は、研究対象校の全教員を対象に、主にＷＥＢアンケート調査によって 3年間の縦断

的調査を実施する。毎学期末である７月、12月、3月の調査を予定している。ターゲットである
若年層教員はもちろん、分散型メンターシステムの効果測定のためには全教員の成長の評価が
必要であり、誰がどのように変化したのかを明らかにしたい。縦断的調査を実施することにより、
個人の資質能力の伸びについても評価することができる。 
 研究組織は、愛媛大学大学院教育学研究科の実務家教員を中心として組織し、愛媛県教育委員
会、愛媛県総合教育センター、松山市教育委員会の協力も仰ぐ。調査結果の分析には、教員のキ
ャリア発達に詳しい露口健司（愛媛大学）、増田健太郎（九州大学）を配置する。 
 また、県内教育関係者から広く参加者を募り、本研究の成果を実感できるようワークショップ
を開催し、本研究の成果を普及したい。併せて専門講師による講習会も実施したい。 
 
４．研究成果 
本研究では、分散型メンターシステム実施校とメンターシステム未実施校を抽出し、研究の対

象とする予定であったが、新型コロナウィルス感染症の影響から予定していた研究が不可能で
あった。そこで、次のように研究方法を変更し、検証した。 
 
（1）「メンターシステムキックオフミーティングＩＮ愛媛」の実施 
メンター制度の普及と研究事例の成果を広く普及するため、令和 3年 2月 27 日（土曜日）に

「メンターシステムキックオフミーティングＩＮ愛媛」と銘打ち、愛媛大学教職大学院校内研修
サポートアクティビティの一環としてオンラインでの研修会を実施した。当日は、愛媛県内の現
役教員をはじめ、愛媛県教育員会関係者、松山市教育委員会関係者、愛媛大学教育学部関係者な
ど合計 54名が参加して研修を深めた。 
ミーティングでは、まず、「ゆるいななめの関係が強いチームをつくる」という演題で松山市



内の人材育成コンサルタントを講師にメンター
システムの基本的な考え方や取り組み方につい
て理解を深めた、その後、先述の 2つの松山市内
での研究事例についての研究成果を共有し、意見
交換を行った。 
県内の公立学校では、まだまだメンターシステ

ムによる人材育成の取組はほとんど見られず、参
加者からはメンターシステムによる人材育成の
効果について期待の声が聞かれた。コロナ禍のた
め、対面でのワークショップ等の研修が実施でき
ず、メンターシステムの効果を実感することはで
きなかったが、本システムについて理解を深める
機会としては適切であった。このミーティングを
受け、メンターシステムの普及を図ることができ
たと考える。 
 
（2）ＯＪＴ（メンター制度を含む）の実施 
本研究は、メンター制度を用いた若年層教員の

育成についてテーマとしているため、松山市内の
小学校において、大学院所属の学生を中心にＯＪ
Ｔ（メンター制度を含む）を実施し、その効果測
定を行った。それぞれ「若手教員のキャリア発達
と人材育成」「若年層教員を取り巻くつながりと
キャリア発達」というテーマで研究を進めた。一部メンター制度を用いた校内での研修制度を導
入した事例である。当初は多くの事例校からデータを集め、そのデータ分析により比較、検証を
進める予定であったが、新型コロナウィルス感染症の影響により、調査範囲を広げることができ
なかった。 
次の 2つの取組を実施し、その効果測定の結果を分析した。一つ目は、調査結果を基にしたサ

ーベイ・フィードバックの実施である。これまでのような先輩教員の経験や暗黙知の伝承に頼っ
た指導だけでなく、児童調査結果を可視化しサーベイ・フィードバックを行うことで、学級の実
態に応じた学級経営ができるようなることを目的とした。 
二つ目は、若年教員のキャリア発達につながる ＯＪＴ の実践である。若年教員を対象とした

スキルアップ研修と、全教員を対象としたメンターシステム研修の二つの視点からＯＪＴを計
画し、実施した。先輩教員を「メンター」、若年教員を「メンティ」としてペアを組み、「メンテ
ィ」の指導、育成にあたるようシステムを構築した。 
① 調査対象と調査手続き 
調査対象は、Ａ市立Ｂ小学校の若年教員 6 名である。調査は、5 月より毎月 Google フォーム

を活用して行った。これらの調査を基にしたサーベイ・フィードバックを、9 月と 11 月に実施
した。ＯＪＴについては、研修ニーズの調査結果と、サーベイ・フィードバックにより若年教員
がその時に必要と感じている内容をテーマに設定したスキルアップ研修と、全教職員を対象と
したメンターシステム研修の 2本柱で行った。 
② 測定項目 
若年教員に対しては、ウェルビーイングの構成要素であるワーク・エンゲイジメント（9項目）、

抑うつ傾向（6項目）、主観的幸福感（1項目）、組織信頼感（4項目）を設定し、測定した。ＯＪ
Ｔについては、5月に研修ニーズの調査（16項目）を設定し、測定した。 
③ 実践の結果 
年度当初、主観的幸福感の 6名の平均値は、「満足度・生活の質に関する調査報告書」（内閣府、

2021）の国民調査平均 5.74 よりも低く、6月には 4.67 と最も低かった。その後、7月には 1.83
ポイント上昇し、6.50 になった。7月以降は 6点以上を維持していた。 
若年教員への聞き取り調査から、1学期を乗り切ったことにより自信になったことと、夏季休

暇を迎えたことがその要因となっていることが明らかになった。8月が最も高く、7.17 まで上昇
していることからも、長期休暇が教員のリフレッシュの機会となっていることが明らかとなっ
た。 
ワーク・エンゲイジメントの平均値が最も高かった 8月は 34.2 であり、調査を開始した 5月

からも常に 31点以上を維持していた。夏季休暇後の 9月以降になると、高群と低群との二極化
傾向が顕著に表れ始める。聞き取り調査から、低群の若年教員は 2学期のスタートをうまく切る
ことができず、そのことを引きずっていることが要因になっていることが明らかになった。 
ウェルビーイングの構成要素の相関関係を調べると、主観的幸福感、ワーク・エンゲイジメン

ト、児童との信頼関係、保護者との信頼関係の 4 項目の相関が強いことが分かった。同僚との信
頼関係と管理職との信頼関係の間にも相関関係が見られるが、これら二つと、主観的幸福感やワ
ーク・エンゲイジメントとの間には相関関係は見られなかった。しかし、これは 6名の若年教員
の平均値のため、一人ずつ異なる特徴が見られる。Ｃ教諭の場合は、管理職との信頼度とワーク・
エンゲイジメントの変容が一致するという結果になった。主観的幸福感やワーク・エンゲイジメ



ントが何と関連しているかは、それぞれ異なる要因もあることが明らかになった。 
今後、若年教員の増加が続く現状において、全教職員が若年教員を育てていくという意識を持

つことは不可欠なことである。職場の同僚性を高めるメンターシステム研修は、さらに重要にな
ってくると考えられる。毎年 3 割程度の教員が異動し新しい人間関係を構築する必要のある学
校現場こそ、同僚性の高い職場づくりを目指した取組が必要であることが明らかになった。例え
ば、ＩＣＴ研修においてメンティになることが多い若年教員がメンターになる「分散型メンター
システム」も、全教職員の職能成長を促したり、若年教員の自己有用感高めたりするのに有効で
あることを感じた。この小学校ではメンターシステム研はメンターシステム研修の必要性を現
在、感じていると回答した教員は少なかったが、今後研修の時期や内容を工夫して実践していく
必要性を強く感じるとの感想も見られた。 
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